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Abstract
L’6cole
du
primaire　et　les　philanthropes　dans　la　premiere　moiti6
19e　siecle　en　France：la《Soci6t6　pour　rinstruction
　　　　　616mentaire》de　Paris　et　celle　de　Lyon
MAEDA　Nobuko
　　　　Cet　article　examine　en　premier　lieu　le　processus　de　f6rmation　de　la《Soci6t6　pour　rinstruction
616mentaire》fbnd6e　a　Paris　en　1815，　ainsi　que　les　traits　caract6ristiques　de　ses　membres，　et　ses
tentatives　p6dagogiques　entreprises　auprさs　des　enfants　du　peuple．　En　second　lieu，　a　partir　de
l’exemple　de　Lyon，　nous　montrerons　comment　la　soci6t6　parisienne　a　stimul61es　soci6t6s　locales，　et
quels　persollnages，　dans　une　ville　industrielle　comme　Lyon，　ont　pris　des　initiatives　pour　implanter
les　6coles　d’enseignement　mutuel，　m6thode　diffus6e　par　la　Soci6t色．
　　　　D’une　faCon　g6n6rale，1’historiographie　r6publicaine　avait　eu　longtemps　tendance　a　privil6gier
　　　　　　　　　　ノle　r61e　de　l’Etat　comme　promoteur　de　l’instruction　publique．　Les　6tudes　r6centes　ont　pourtant
relativis61e　poids　6tatique　dans　ce　domaine　en　montrant　l’importance　des　initiatives　des　divers
acteurs：associat量ons，　congr6gations，　notables　locaux　et　autorit6s　municipales，　etc．．　La　Soci6te　pour
l’instruction　616mentaire，　dont　l’objectif　majeur　est　d’acclimater　en　France　la　m6thode　p6dagogique
mise　au　point　en　Angleterre　par　Lancaster　et　Belle（dit　d’enseignement　mutuel），　est　consid6r6e
par　les　travaux　historiques　pr6c6dents　comme　la　premi6re　association　lal’曹浮?@p6dagogique　n6e　en
Frallce．　Mais　son　influence　sur　les　soci6t合s　locales　et　la　d6marche　concr6te　d’implant’ation　des
6COIeS　SUr　place　reStent　enCore　mal　COnnues．
　　　　En　analysant　le　cas　de　Paris　et　celui　de　Lyon，　nous　confirmons　tout　d’abord　le　poids　des
initiatives　priv6es　contribuant　a　construire　le　premier　r6seau　des　6coles　primaires　sous　la
Restauration．　C’est　a　ces　6coles　qu’en　18331a　loi　Gtlizot　accorde　le　statut　d’《6coles　publiques》．
Ensuite，　les　gens　qui　se　sont　r6unis　autour　de　la　Soci6t66taient　des　philanthropes　qui　connaissaient
bien　rAngleterre　et　avaieIlt　des　relations　avec　les　p6dagogues　europ6ens．　Elle　est　donc　issue　du
mouvelnent　philanthropique　stimul6　gr2ce　a　la　politique　d’entente　au　niveau　europ6en　aprさs　la
chute　de　l’Empire．　Enfin，　a　Lyon，　ce　sont　les　n6gociants　et　les　marchand－fabricants　de　soieries，
notamment　protestants　et　francs－maCons，　qui　ont　pris　des　initiatives　pour　monter　la　Soci6t6　des
souscripteurs　et　soutenir　les　6coles　gratuites．　Car　ils　6taient　soucieux　des　conditions　de　vie　des
enfants　de　la　classe　ouvriさre　et　souhaitaient　ram色lioration　de　leur　situation　en　leur　offrant
l’instruction　rudimentaire．
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一パリ，リヨンの基礎教育協会をめぐって一
前　田　更　子
はじめに
　本稿では，復古王政期（1814～1830年）フランスにおいて民衆教育の普及に尽力した世俗のアソシ
アシオン，基礎教育協会（Sociεt6　pour　rinstruction　616mentaire）を考察の対象とする。1815年にパ
リに創設された基礎教育協会は，当時のイギリスで人気を博していたモニトリアル・システム（助教
法）をフランスに導入し，数年の間に同教授法に基づく学校を全国各地に設置することに成功した。
地方において学校の設置を手がけたのは，地方の各主要都市に創設されたいわば基礎教育協会の地方
支部である。フランスではモニトリアル・システムのことをenseignement　mutuel，それを実践する
学校のことを6cole　mutuelleと呼んでおり，本稿では前者を相互教授法，後者を相互学校と訳出する。
　19世紀フランスの初等教育が，アンシアン・レジーム期から民衆教育を担当してきたカトリック教
会と，1816年以降この領域に直接介入し始めた世俗的国家との問でのヘゲモニー闘争の舞台であった
こと，そして1880年代に公立学校から修道会が排除され，初等教育における国家の主導権が確立した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コミュ－ンということはよく知られている1。また共和主義的な歴史叙述においては，各市町村に最低一校の男
子初等学校の設置を義務づけた1833年のギゾー法や，初等教育の「義務，無償，世俗性」を成立させ
たフェリー法といった法制度が公教育の進展のターニングポイントとして重要視されてきた2。すな
わち，これらの叙述においては，初等教育はまずもって国家の事業であり，それに対抗するカトリッ
クの事業として捉えられてきたのである。一方で，1980年代以降，地方における学校教育の展開を精
緻に考察する研究が登場し，学校教育網の形成・拡充の具体的過程を理解するには，県や市町村など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コミュ－ンの地方行政当局や地方教育行政に関与していた教育行政官，市町村委員会，郡委員会などの働き3，
さらには各種のアソシアシオンや商工会議所の活動にも目を向けるべきだということが指摘され始め
た4。そこでは，総じて，地域社会独自のコンテクストを読み解くことの重要性が強調されたのである。
　基礎教育協会に関する研究についても，こうした研究史の流れが反映されてきた。復古王政期には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　ル　　ト　　ラ相互教授法を擁護する人々とそれに反対する過激王党派・聖職者との間で激しい対立がみられるが，
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トロンショの博士論文の主題はまさに両陣営の動きに注目しつつ，両勢力の対立の側面を浮かび上が
らせることにあった5。両勢力の攻防は第三共和制期の共和派とカトリック教会の対立になぞらえて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　ル　　ト　　ラ「最初の学校戦争」6と評され，自由派＝基礎教育協会二相互教授法VS，過激王党派・カトリック＝修
道会＝一斉教授法，という対立図式で捉えられ，論じられる傾向にあったのである7。また，モーリス・
ゴンタールや神山栄治氏は，公教育の成立過程を検討する中で，基礎教育協会は初等教育への世論の
関心を高め，1816年の勅令制定の契機，すなわち初等教育の領域へ予算を投じるよう国家の自覚を促
す契機をつくった点を明らかにし，政府の初等教育政策との関わりにおいて基礎教育協会の活動の重
要性を指摘した8。これらの研究の価値は今日でも減ずることはないが，そこでは基礎教育協会に関
わった人々，あるいはパリと地方の基礎教育協会の関係性，地方のコンテクストについてはさほど関
心が向けられてこなかった。一方で，近年，フランソワ・ジャケ＝フランシヨンは，民衆教育の発展
に貢献したアソシアシオンの役割を積極的に評価する中で，基礎教育協会をとりあげ，プロソポグラ
フィーの手法を用いてパリの基礎教育協会のメンバーの特徴を明らかにしている。また，ジャケ＝フ
ランシヨンは，ランスの相互学校の教師レオポルド・シャルパンチエの著作を分析し，相互教授法に
携わる教師の視線から学校の状況や彼が考えていた教育目的を描き出すことにも成功している9。た
だし，彼の研究においても地方の基礎教育協会を生み出した人々，地方における相互学校開設の具体
的な動きについては十分に考察されているとは言い難い状況である10。
　基礎教育協会は誕生からわずか6年の問にフランス全土に1200校を開校させた。これらの学校の多
くは，たとえ一時中断したとしても七月王政期以降も活動を続け，場合によっては公立学校として機
能していく。つまり，基礎教育協会は，国家が本格的に初等教育の領域に乗り出す前に，初等学校教
育網の土台づくりに大きく貢献した団体だと考えられる。とするならば，学校教育の進展の過程を知
るために，19世紀フランス初等教育の歴史を政府の初等教育政策や制度からではなく，地域社会にお
いて学校やそれを支えた人々の活動から再検討する意義はあるだろう。
　本稿は，まず，ジャケ＝フランシヨンの研究を参考にしつつ，基礎教育協会の機関誌『教育ジャー
ナル（Journal　d’6ducation）』を主な史料としながら，パリの基礎教育協会の結成過程，そこに集う人々
の特徴を考察し，なぜ相互教授法が復古王政の一時期にフランスで大流行したのかを問う。次いで，
フランス国立文書館，ローヌ県文書館，リヨン市立文書館に保管されている史料を用いて，基礎教育
協会の地方への展開の様子，相互学校開設の動きをリヨンの事例から考察する。この作業を通じて，
第1に，初等学校教育網の形成に尽力した博愛主義的名士たち活動を浮き彫りにし，19世紀前半のフ
ランスにおいて初等教育は，国家の事業であり，カトリック教会の事業であるのみならず，名士たち
の事業であったという点を明らかにしたい。また，従来の研究は，相互教授法の推進者たちとカトリッ
ク教会との対立を強調してきたが，では実際，地域社会において相互学校設立に尽力した人々はカト
リック教会，修道会系学校をどのようにみていたのだろうか。両者の関係性を見直すことを，本稿の
第2の課題としたい。
　本論に入る前に，19世紀初頭フランスに存在した初等学校の種類とそこで実践されていた教授法に
ついて概観しておこう。近年，我が国でも神山栄治氏の研究によってナポレオン期の初等学校に光が
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当てられ，この時期には実に多くの団体，個人が教育活動に従事していたことが明らかにされたU。
1808年にナポレオンはフランス全土の教育機関を一元的に管理する帝国ユニヴェルシテ体制を創設し
た12。初等学校もその管理の対象とされていたが，実際にナポレオンが初等教育の制度化に乗り出す
ことも，そこに予算を投入することもなかった。その代わりに，1810年に男子初等学校の運営をキリ
スト教学校修士会にゆだねたのである。こうして1810年代には，第1に，フランス革命期にいったん
活動が禁じられた修道会が活動を再開し，学校運営に携わるようになっていた13。1817年の『リヨン市・
　　　　　　　　　　　　　コミユ－ンローヌ県年鑑』には，リヨンの市立男子初等学校としてキリスト教学校修士会系10校，市立女子初
等学校として聖シャルル女子修道会系12校が掲載されている14。第2に，個人で教育を施す世俗の教
師が多数存在していた。彼らについては史料がほとんど残されておらず，その痕跡をたどることは容
易ではない。それでもたとえば，1813年にリヨンには男性の世俗教師が48名いたと報告されてい
る15。そして復古王政期には，初等学校の第3のカテゴリーとして，本稿が対象とする基礎教育協会
によって経営もしくは支援される学校が登場する。1815年にパリに1校目を開設して以降，同協会の
活動は広く支持を集め，1819年にはフランス全土81県中76県において687校を経営するまでに拡大し，
生徒数は4万名以上にのぼったのである。
　次に，教授法についてみれば，それは大きく分けて3種類あった。第1に，個人教授法と呼ばれる
もので，様々な学習レベルの生徒を一部屋に集めて，教師が生徒1人ずつを順番に見て回り，個別に
レッスンをする方式だった。アンシアン・レジーム期からもっともよくみられたやり方である。第2
に，キリスト教学校修士会が生みの親ともいわれる一斉教授法があり，これは同じ学習レベルの生徒
集団に対して1人の教師が同時に授業を進める，19世紀半ばには主流となり，現代のほとんどの学校
が採用しているものである。第3の基礎教育協会が推進した相互教授法は，全生徒を一つの大教室に
集め，まず彼らを学習レベルが同程度の6～13名のグループに分ける。各グループではもっとも成績
　　　　　　　　　　　　モニトゥ－ルの優秀なリーダー格の生徒が助教となり，助教が残りの生徒に教える，という方式をとる。つまり生
徒が生徒に教えるのである。全体を統括する教師は1人だけで，教師の主な役割は20名ほどの助教を
指導することにある。
　時代は少し進むが，この分類をリヨンの状況にあてはめてみよう。ギゾー法制定直後の1833年9月
のリヨンの初等学校に関する調査報告によれば，リヨンとその周辺地域（1852年にリヨン市に併合さ
れるギヨチエール市，クロワ＝ルス市，ヴェーズ市を含む）には69の男子初等学校が存在し，その内
訳は修道会系16校（生徒総数3300名），基礎教育協会系10校（同616名），世俗の個人経営43校（同743
名）であり，一斉教授法を採用している学校は41校，相互教授法は15校，個人教授法は13校であった。
女子初等学校に関するデータは不完全なものであるがT87校存在した学校の多くは，10～20名程度の
生徒を集める小規模な施設であり，個人教授法を採用していた学校が圧倒的に多かった16。
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第1節　基礎教育協会の設立
　『教育ジャーナル』の創刊号巻頭には，「基礎教育協会の起源と結成に関する歴史的・概略的紹介」
と題する文が掲載された。冒頭部分は以下の通りである。「昨年のパリ条約がフランスとイギリスの
間で長年途絶えていた交渉を回復させると，多数の博愛主義的フランス人はイギリスを訪問し，イギ
リス国内に置かれた新たな学校がかの国にもたらした有益な成果を目の当たりにすることになった。
……ﾞらは，ロンドンに結成された協会がイギリスの学校のために，この賞賛すべき施設を増やそう
とする，その熱意を目撃したのであった。彼らは協会から最大限の熱烈な歓迎を受け，出席者からき
わめて貴重な情報を得た。そして，帰国後，その情報の詳細を公衆あるいは友人たちに伝えたのであ
る」17。すなわち，相互教授法のフランスへの導入にあたっては，イギリスに渡り現地の学校を訪問
した博愛主義的フランス人の働きが大きかった，というのである。とりわけその役割を果たしていた
のは，アレクサンドル・ラボルド伯爵，ゴルチエ神父，経済学者のジャンニバティスト・セー，地理学・
考古学者のエドム＝フランソワ・ジョマール，そしてシャルル＝フィリベール・ラステリ伯爵であった。
ラステリ　（爵位は初出の場合のみ記す。以下，同様）は，1815年に『全世界の至る所で採用された初
等学校のための新しい教育体系』を，ラボルドは1816年に『ベル博士とランカスター氏，両者の教授
法の組み合わせによる貧しい子どものための教育計画』を著し，フランスに相互教授法の手順と利点
を紹介するのに大きく貢献した18。また，1815年には，相互教授法の生みの親であるランカスターの
著作がラ・ロシュフーコー＝リアンクール公爵によってフランス語に翻訳されている19。
　相互教授法導入について，フランスで本格的な議論が始まったのは，1815年3月であった。ラステ
リ，ラボルドらが会員であった国内産業奨励協会（Societ6（fencouragement　pour　1’industrie
nationale）の会合において，事務局長ジョゼフ＝マリ・ジェランド男爵によって相互教授法を普及さ
せるための慈善団体の設立が提案されたのである。そして，国内産業奨励協会はその準備金として
500フランを支出すると決定した20。国内産業奨励協会はその名称の通り，工業・農業の発展のため
に議論し支援活動をおこなう目的で1801年に創設された団体であり，民衆教育の状況の改善は同協会
の活動にとって有益だと考えられたのである。
　こうした博愛主義者の行動と同時期に，政府の側でも動きがあった。百日天下の短い期間に内務大
臣に任命されたラザール・カルノー伯爵は，大臣就任の3日後にジェランドに接触した。カルノーは
国民公会において，「近代社会の基礎」である平等原則はまずは「教育の不平等」を解消することで
現実のものとなり得ると演説するなど，以前から民衆教育へ強い関心を寄せていた人物だった21。
1815年4月10日にカルノーは，ガスパール・モンジュ伯爵（数学者），クロード・ベルトレ（化学者，
貴族院議員，国内産業奨励協会の創設者の1人），ジャン＝アントワーヌ・シャプタル伯爵（化学者），
フランソワ・レヌアール（歴史・文献学者，アカデミー・フランセーズ会員），バンジャマン・ドレセー
ル男爵（実業家・銀行家，国内産業奨励協会の創設者の1人，博愛協会の中心メンバー），ギヨーム・
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テルノー（工場主，フランス銀行理事），ラ・ロシュフーコー＝リァンクールを協力者とする産業慈
善委員会を組織し，そこにおいて国内産業奨励協会でジェランドたちが作成した報告書を検討し，4
月27日には相互教授法に関する報告書および法令草案をナポレオンに提出した。そして5月16日には，
カルノーの指導のもと，相互教授法を検討する委員会が結成されるに至った。議長にはカルノー自身
が就任し，委員として相互教授法に詳しいラボルド，ラステリ，ジョマール，ゴルチエ神父が呼ばれ，
すぐにジェランドも加わった。カルノーはパリに相互教授法のモデル校を開設すると宣言し，5月17
日にセーヌ県知事のシャブロル・ド・ヴォルヴィック伯爵に，助教になりうる優秀な子どもを20名集
めるように指示したのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フィラントロ－ブ　ラボルド，ラステリ，ジェランドらを念頭に置きながら，カルノーは「多くの博愛主義者を初等教
育の創設者・指導者とみなすことができる」と述べている22。基礎教育協会設立にあたってカルノー
のリーダーシップは無視できないが，イギリスで実際に見聞し，教授法についての考察を続けてきた
博愛主義者たちの努力がこの動きを支えていたことは間違いない。そのことはカルノーの内務大臣辞
任が，基礎教育協会に明らかな打撃を与えていないことからもわかる。1815年6月16～18日，国内産
業奨励協会の会合場所に彼らが集まり，基礎教育協会は産声を上げた。18日はワーテルローの戦いの
日であり，フランス軍の敗戦がカルノーに告げられたのはまさにこの会合場所においてだった。カル
ノーは内務大臣の職を退くことになるが，基礎教育協会は順調に船出する。
　基礎教育協会の初の運営委員会は36名で構成され，議長はジェランド，副議長にラステリとセー，
事務総長にラボルド，書記にジョマールとモンテーグル（医師），デュヴァル（内務省の長代理），監
査役にボスク（博物学者，王立苗木仕立場の総視学官）とユザール（獣医，王立獣医学校の総視学官）
が就任した23。そのほか，貴族院議員のプロイ公爵やラ・ロシュフーコー＝リアンクール，哲学者メー
ヌ・ド・ビランも運営委員だった。以後，基礎教育協会の会合は，2週に一度，水曜日の20時から23
時にバック通り42番地で開かれる。1821年には会合場所がタラルヌ通り12番地に移るが（1854年まで
この場所），この建物はまさに博愛主義運動の拠点の呈をなしており，キリスト教道徳協会の本部が
置かれていたほか，1825年にはギリシア人博愛協会，1831年にはフランス・ポーランド委員会の本部
も設置されるan。
　基礎教育協会の最初の仕事は，助教養成の目的をもつモデル校をパリで開設させることであった。
実はすでに1815年6月14日には，モントーバンのプロテスタント・ファキュルテの神学教授で，ロン
ドンの協会の招待により現時で相互教授法を学んできたマルタン牧師が，パリのサン＝ジャン＝ド＝
ボベ通りのアパートで臨時学校を開いていた。基礎教育協会は結成後ただちに，マルタン牧師をモデ
ル校の校長に正式に任命し，より広い空間を確保するため，同じ通りにある旧リジュー・コレージュ
のチャペルへの移転を決定する。こうしてモデル校は1815年9月1日に正式に生徒を受け入れ始めた。
同じ時期に，パリでは他に3校の相互学校が開校されている25。
第2節　基礎教育協会に集う人々
　基礎教育協会は，基本的に寄付金によって運営された。最初の協会会員の募集は，1815年5月17日
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付の官報『モニトゥール』に掲載された。協会の規則によれば，協会への加入にあたっては，会員に
よる紹介を受けて運営委員会で承認される必要があり，年間少なくとも20フランの寄付金を納入する
義務があった。なお，寄付金を支払わらなくなった年で会員資格は更新されないと規定されており，
会員資格が純粋に寄付金の支払いの有無によっていたことがわかる。会員は総会・運営委員会への出
席の権利をもち，協会規則や会員名簿，運営委員会の審議報告を受け取るほか，今後設立される学校
に自らが推薦する3名の貧しい子どもを入学させることができるとされた26。
　1815年に印刷された会員名簿は3種類あった。そこには合計418名の氏名が記載されている。ジャ
ケ＝フランシヨンによる分析を参考にしながら，以下，会員の主な特徴を4点，指摘したい27。第1に，
会員に共通するのは貧民のために常に行動しようとする博愛主義的傾向である。ジャケ＝フランシヨ
ンによれば，「博愛主義者とは名声であるが，それは同時に社会的資格でもあり，使用することで授
けられるある種の名誉称号」でもあるas。基礎教育協会メンバーの中でこの称号をもつ代表的な人物
は，たとえばパストレ伯爵（1817年に侯爵。政治家1820年にアカデミー・フランセーズ会員。国内
産業奨励協会および博愛協会の長を経験），ジェランド，ラボルド，ラステリ，バンジャマン・ドレセー
ル，フランソワ・ドレセールそして誰よりもラ・ロシュフーコー＝リアンクールだという。ラ・ロシュ
フーコー＝リアンクールは，アンシアン・レジーム期から貧民が置かれた状況の改善に取り組んでき
た。1783年に自らの領地に紡績・製織の慈善農村工場を設立し貧しい人々に労働の場を提供し，また
1786年にはリアンクールに最初の工芸学校を創設していた（同校は1800年にコンピエーニュへ，1806
年にシャロン＝シュル＝マルヌに移転）。1790～91年には憲法制定議会の「物乞い根絶委員会」で議長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オスビスをつとめ，1799年にはワクチン接種のための委員会を設立した。また，帝政期にはパリ施療院の理事
だった。復古王政期には，基礎教育協会に加えて監獄改善王立協会で献身的に活動し，キリスト教道
徳協会の創設にもかかわった。
　第2に，基礎教育協会に集う人々の多くは自由主義的傾向をもっていた。協会の中心メンバーのラ
ボルド，ラステリ，ジェランド，セー，ラ・ロシュフーコー＝リアンクール，テルノー，ドレセール
兄弟，ラフィット兄弟，プロイに加えて，賛同者のラファイエット，コンスタン，ギゾー，ロワイエ
＝コラール，オルレアン公爵などは復古王政期を代表する自由派といえよう。しかしながら，「基礎
教育協会＝自由派」というイメージはとりわけ反対派の人々によって強調されたために定着したと思
われる。少なくとも設立時の基礎教育協会は党派的な組織ではなく，あらゆる政治的傾向・信条の人々
に開かれていた。当初の会員の中には，たとえば過激王党派で熱心なカトリック教徒のマチュー・ド・
モンモランシー公爵やノアイユ公爵，1816～1818年に内務大臣をつとめる中庸王党派のレネ子爵やド
カーズ，さらには社会主義者のサン＝シモン伯爵がいた点には注意したい。
　第3に，会員の職業をみると，国家機関に従事する者，もしくは銀行家などの経済分野で活躍する
大物が賛同していたことがわかる。たとえば，418名の中には貴族院議員が22名，代議員が2名おり，
　　　　　コンセイユゲタ大臣は5名，国務院調査官は10数名，国務院評議員，会計院評議員といった上級官吏が数名ずついた。
経済界では，基礎教育協会に年2000フラン寄付したフランス銀行総裁のラフィットをはじめドレセー
ル兄弟，シピオン・ペリエなどが積極的に活動に参加し，テルノーに代表される企業家・実業家も多
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数支援者となった。
　第4に，知的エリートの数の多さが目をひく。学士院会員は20名にのぼり，また，とりわけ運営委
員会に属する基礎教育協会の中心メンバーはさまざまな領域で活動し数多くの著作を残した文壇の知
識人であった。彼らは，亡命，戦争，旅行，調査を理由に外国に滞在した経験を豊富にもつ。帝政期
に叙爵された者が多かった点も特徴であろう。たとえば，ラボルドは，多数の旅行記を著わした人物
だが，フランス革命期にウィーンに亡命しオーストリア軍に属し，イギリス，スイス，ドイッ，オラ
ンダ，イタリアなどヨーロッパ各地を訪問した。1797年にフランスに戻り，1800年には大使館員とし
てマドリードに滞在した。1810年に伯爵の称号を得ている。また，ラステリについてみれば，彼は作
物学と農法の分野で卓越し，豚や馬などの動物に関する著作をもつ一方で，バイエルンの石版印刷術
をフランスに導入し，その最初の印刷所をパリに設立した。ラステリはスペイン，オランダ，デンマー
ク，スウェーデン，ノルウェー，ラップランドを旅し，ナポリからパリまで徒歩で移動したと言われ
ている29。彼もまた，帝政期に伯爵の爵位を得た。他方，ジョマールは理工科学校の卒業生であり，
地理学者，考古学者，オリエント学者として有名であり，エジプト遠征に参加した後にはエジプト関
連の研究に取り組んだ。ジョマールが相互学校を知ったのは，研究に関連する資料を求めてイギリス
を訪れたときだった。ジェランドは，軍を退いた後国務院評議員になるが，その頃から哲学に関心
を示し，彼の哲学に関する論文は学士院とベルリンのアカデミーで受賞するほどであった。1808年に
は学士院会員となり，慈善に関する多数の著作を残した。ジェランドも帝政貴族である。最後に，ゴ
ルチエ神父はイタリアに生まれその地で叙階されたが，教育のほとんどをフランスで受け，1780年に
はフランスに居を定め，教育活動に専心し，教育関連の著作を執筆した。彼は，1792年にイギリスに
亡命してから1801年まで滞在し，ロンドンでも教育家としての名声を得ていた。
　そのほか，基礎教育協会の中心メンバーには，プロテスタントの有力者であるドレセールやセー，
パリのルター派宗務局長ジャン＝ジャック・グップなどがおり，また多数のフリーメイソン会員（ラ
ボルド，ラステリ，ラフィット，ラファイエット，ドカーズなど）を見いだせることも指摘したい。
　以上のような推進者，賛同者たちに支えられ，相互学校の数は急増する。1818年11月には，リヨン
を含む42の地方協会がパリの基礎教育協会を模倣して結成され，各地で寄付金による初等学校開校の
動きが活発化する30。1817～1819年は「相互教授法の勝利」の時代と言われ，1818～1819年の1年間
でフランス各地に300校が新たに開校された。サロンや論壇において相互教授法が話題に上らないこ
とはないほどで，男性はつぎつぎと基礎教育協会に出資し，その妻たちは婦人会を結成し，女子教育
の普及のために尽力した。1818年6月には，「相互教授法の利点」に関する詩作品に，アカデミー・フ
ランセーズが1200フランの懸賞金を与えた。このとき第6位に選ばれたのは，16歳のヴィクトール・
ユゴーであった31。1819年1月の段階で，フランス全81県で相互教授法による初等学校が存在しない
のはたったの5県であり，76県で687校が運営され，4万名以上の生徒が通うという盛況ぶりであった。
これらの初等学校のほかにも，105校の軍付属学校（＋開校予定57校），4校の監獄付属校，5校の成
人学校で相互教授法が採用されていた。セネガルにおいても，2～3校の相互学校がフランス人によっ
て開校されたと報告されている。
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　このように瞬く間に上流階級の間での流行となり，実際に数を増した相互学校であったが，フラン
スに存在する初等学校の全体状況に目を向けると，相互学校が担当していた男子の割合は，就学男子
全体の1割強であり，またそもそも学校教育を受けていない子どもの数が依然として多かったという
事実を指摘しなければならない。すなわち，1821年1月の報告書によれば，フランス全土には5歳か
ら15歳の男子が288万2千名いたが，初等学校（2万7581校）に就学している男子の数は107万500名
にすぎず，そのうち修道会系の学校（187校32）に通う者は約3万名，相互学校（1200校）の生徒数
は約12万5千名だったのである33。ただし，こうした数字を踏まえてもなお，1815年の基礎教育協会
設立からわずか6年の間に，フランス各地に1200校の相互学校が創設された事実には目をみはる。さ
らに言えば，以下でみるように，3分の2の子どもが学校に通っていない状況を改善したいという思
いこそが，基礎教育協会のメンバーたちを動かしていたということも強調しておきたいSU。
第3節基礎教育協会が支持された理由
　19世紀初頭にヨーロッパの諸外国を訪れたフランスの政治家行政官，知識人たちは，そこでの民
衆教育の普及状況に衝撃を受け，フランスの遅れを痛感した35。スイスやドイツの教育実践が注目さ
れ，とりわけフェレンベルクやペスタロッチの活動については紹介記事や論文が数多く出された。政
治家や知識人たちは，フランスが経験した過去四半世紀を振り返り，混乱の原因を追究する中で民衆
教育の欠如を問題にするようになった。初等教育が普及している国では犯罪率が低いというデータが
提示され，初等教育による秩序の確保の必要性が強調された。また他方では，民衆に知がもたらされ
れば産業は繁栄し生産性が上がり，国力が上がるとも主張されたのである。1815年7月13日に採択さ
れた基礎教育協会の規約第1条においても，初等教育こそが有徳な人間の育成と同時に国の繁栄に
とって不可欠である旨が述べられたsa。
　では，さまざまな国の初等教育の実践が参照される中で，なぜ相互教授法が選ばれたのであろうか。
言い換えれば，基礎教育協会の目的はどのようなもので，なぜ賛同者を得ることに成功したのか。以
下，5点の理由を挙げたい。最初の2点は従来の研究でもしばしば指摘されてきたことであり37，教
授法の特徴に由来する。残りの3点は基礎教育協会の方向性，性格に関するものである。
　第1の理由は，この教授法は少ない予算で，少ない教師数で，迅速に多数の子どもたちに教育を施
せるという点にあった。19世紀初頭のフランスでは初等学校の教師不足が深刻であったが，国家・市
町村は教師を養成する場も雇用する資金も備えず，修道士・修道女の数も足らなかったからである。
たとえばキリスト教学校修士会の場合，学校1校あたり必ず3名の教師を配属させねばならなかった
が，それと比較すると，1人の教師が助教の助けを借りながら100名以上の生徒を担当できる相互教
授法はコストの面から非常に魅力的だったのである。学習期間に関しても修道会系の学校では4年の
学習が一般的であったようだが，相互学校は2年で成果が上げられると主張されていた。
　第2に，相互教授法が立脚していた競争原理が生徒の学習意欲・速度の面で効果を発揮するばかり
か，能力主義の原則や規律を学ぶ最適の機会だとされたのである。相互教授法において主要な役割を
果たす助教は優秀な生徒から選ばれ，かつそれは常に交代可能なポジションであった。生徒の側は同
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年代の助教の指揮に従い，彼を敬うことを学び，またひとたび自分が助教に任命されれば，今度は他
の子どもたちを指導する難しさと責任の重大さを学ぶ。相互学校での生活は，登校・下校，着席の仕
方，授業の開始・終了，クラスの移動などが細かく校則で規定され，あらゆる行為が教師の合図にあ
わせて迅速に進行した。子どもは規則を守り，規則の中で生活をしていくうちに，無意識に秩序を好
み，規範を守るような習慣を身につけると考えられたのである。
　第3の理由としては，基礎教育協会が国際的ネットワークの中で初等教育の全般的改善を目指して
いたという点が挙げられる。こうした協会の方向性に多くの人が賛同したのである。基礎教育協会の
規約第2条には，教育の恩恵は「人類」に関することであるゆえに，基礎教育協会が外国と関係を結
ぶことの重要性が謳われ，第7・8条において外国の通信員，協力者をもつことが決められた38。実
際にベル，ランカスター・一はもちろんのこと，ジョゼフ・バンクス，フェレンベルク，グーッムーッ，
ペスタロッチ，カンペなど，当時のヨーロッパにおける教育刷新運動の代表的な指導者たちが通信会
員となった39。国内外の人々との情報交換の場として基礎教育協会が用いたのは，1815年から月刊で
発行された『教育ジャーナル』（1829年に『基礎教育協会会報Bulletin　de　la　Soci6te　pour
1’instruction　el6mentaire』に改称）であった。この雑誌は国内外の会員に配布されていた。
　なお，教育者，知識人の国境を越えた交流を可能にしていた背景として，ヨーロッパ協調を志向し
たウィーン体制という時代状況があったことも忘れてはならない40。基礎教育協会が目指した教育協
調の運動は，1792～1815年の断続的な戦争の後に，ヨーロッパの人々の間によりよい協力関係を築き
たいという希望から生まれていた。実際パリの基礎教育協会の活動には世界各国から注目があつま
り助言を求める声が寄せられていた。1820年2月に基礎教育協会総会において，ジョマールは以下の
ように述べた。「私たちにとって大いなる喜びとは，ベルギー，オランダ，スイス，ピエモンテ，イ
タリア，スペインと同様に，ギリシャやモルドヴァ，セネガル，マダガスカル，マルティニク，ボル
ト＝プランス，チリ，ブラジル，ブエノスアイレス［の人々】が私たちのところに助言や支援，教えを
求めにくるのを目にすることではないでしょうか。また，20年来，普遍的な教育の恩恵を2つの世界
に広めようと努めてきたイギリスによって，私たちの努力が評価されるのを目にすることではないで
しょうか」41。教育に関心をもつ世界各地の人々の視線がパリに注がれている状況さらにはイギリ
スによって評価されることがパリの協会員の誇りであることがよくわかる史料である。
　基礎教育協会が多くの賛同者を集めた第4の理由は，上記のジョマールの言葉からも推察できると
おり，イギリスの先進性に対するあこがれと同時に，フランスがイギリスに後塵を拝しているという
危機感に由来する。ジョマールは，1846年においてもなお，友人に次のように書き送った。「フラン
スは世界でもっとも優秀な民であってもおかしくありません。しかし，そのようになってはいません。
フランス人は善良で精神的であるにすぎず，無知が彼らを絶対的に支配しているのです。600万名の
子どもたちがあらゆる教育の機会を奪われており，彼らは一生それを奪われたままでしょう。1500万
名の成人男女，青年男女は読むことができず，今後も決して読めるようにならないでしょう。どのよ
うにして産業は，どのようにして技術は，どのようにして農業は，どのようにして商業は，進み，高
められ，繁栄できるのでしょうか。われわれはどうやってイギリスのように家畜をもつのでしょうか。
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イギリスのように機械や開拓地を，イギリスのように商船団を，イギリスのように地理・経済・産業
の科学をもつのでしょうか。方法は1つのみです。私はあの国を訪れ，そこで見ました。よく見まし
た。急いでそれを見習いましょう。すべての人が数えること，書くこと，読むことを学ぶために。方
法はこれです。つまり，500名の子どもを，あるいは1000名でも子どもを，1つの教室に集めます。
10名に1名の子どもが1グループを指揮するので，50から100のグループが出来ます。2年の後に，
この1000匹のミツバチの箱から純粋な蜂蜜がとれて，国全体が豊かになるのがわかるでしょう」42。
イギリスに追いつくための方法として提示されたのが相互教授法による初等教育の早急な拡充という
ことだったのである。
　最後に，基礎教育協会の動きが上流階級の問にみられた博愛，慈善行為を好む態度に呼応していた
という点を指摘したい。カトリーヌ・デュプラによれば，19世紀前半は「博愛の大いなる時代」であっ
た43。1817年に雑誌『ル・ボン・フランセ』には以下のように記されていた。「今日ヨーロッパの国々
の中で私たちの国ほど慈愛に満ちたところはおそらくない。1815年以来フランスの富裕階級が示して
きたのは何よりも，彼らは貧しい階級に支援の手をさしのべられるということだった。アソシアシオ
ンや慈善局が際限なく増加し，貧困の餌食となっている家族のもとに慰みを広めようとしているヂ。
1849年に内務省が発表した19世紀前半の貧民への寄贈に関する総括によれば，帝政期から復古王政期
の間にその寄贈額は3倍に増加した。すなわち1800～1814年には1400万フラン，1815～1829年には
5100万フラン，1830～1845年には5600万フランだったのである45。基礎教育協会の成功は，慈善があ
る種のブームになっていたこうした時代状況によっていた。
第4節政府・ユニヴェルシテの初等教育政策と基礎教育協会
　博愛主義者のイニシアチヴで動き出した基礎教育協会であったが，相互学校の増加に政府やユニ
ヴェルシテが無関係であったわけではない。基礎教育協会の設立は政府を刺激した。1816年2月29日，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オルドナンスのちの研究者によって「フランスの初等教育の憲章」46と評価される勅令が発布された。同令の起草
者は公教育委員会［1815～1820年におけるユニヴェルシテの最高行政機関］委員でプロテスタントの
ジョルジュ・キュヴィエ，ユニヴェルシテ総視学官でカトリックのアンブロワーズ・ランデュ，そし
て基礎教育協会の創設者の1人であり国務院評議員のジェランドであった。近年の研究では，「初等
教育の憲章」という評価は大げさであり，1816年勅令は多くの欠陥をもっていたと指摘されるが47，
それでも次の3点において初等教育制度の発展の中で重要な意味をもった。
　第1に，初等教育の監督行政システムの基礎が整備された。初等学校とその教師は，ユニヴェルシ
テのアカデミー管区長と視学官，大司教・司教（プロテスタントの場合には宗務局と牧師），そして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カントン内務省系統の県知事と副知事の監督下に置かれ，地域レベルではより直接的に小郡ごとに1つ設置さ
れる「無償慈善委員会」，別名「小郡委員会」のコントロールを受けるとされた。第2に，初等教員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブルヴェ・ド・キャパシテ資格が制度化された。技能に応じた3段階の適性免状が設置され，いずれかの免状を有することが
教師の条件になったである48。同免状は，地元の司祭と市長による品行方正証明書をもつ志願者がア
カデミー管区当局で実施される試験に合格すれば発行された。第3に，初等教育のために国庫から年
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5万フランの支出が決定された。額としてはわずかなものであり，当初はとりわけ修道会の学校設置
のための予算であったが49，ジェランドが1816年勅令の起草者の1人であることからも推測できるよ
うに，しだいに当該予算は基礎教育協会の活動にも充てられていく。1820年には5万フランのうち
4万フランが相互学校支援に投じられたso。
　1817～1818年に立憲派主導の自由主義的内閣が成立すると，基礎教育協会は政府の全面的な後押し
を受けるようになる。内務大臣に就任したドカーズ，海軍大臣のモレ，国防大臣のグヴィオン＝サン
＝シールが基礎教育協会の強力な支援者だったためである。ドカーズは，相互学校の増設のために基
礎教育協会に補助金を与える一方で，各知事に協力を強く要請した。ユニヴェルシテ行政の側も，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アレテの時期は基礎教育協会の活動をバックアップする姿勢をみせて，1817年7月22日の省令で12のアカデ
ミー管区の中心都市に相互教授法のモデル校を教員養成場として設立し，これらの学校のために
1万6千フランを投入すると決定した51。そして24のアカデミー管区長は，管轄内の初等学校教師に
相互教授法を採用するように指示したのである。先にみた1815～21年における相互学校数の増加は，
一方では，こうした政府やユニヴェルシテからの協力・支援に負っていた面が大きい。
　ところが，1821年以降，相互学校は低迷する。1822～1823年の国家予算審議において相互学校へ補
助金交付は打ち切られ，1827年までに最盛期の80％が閉校に追い込まれた。軍付属の相互学校につい
てはすべて閉鎖されている52。その背景には過激王党派，カトリック教会の影響力の増大があった。
1820年2月13日にベリー公暗殺事件がおこり，1820年11月に実施された代議員選挙において過激王党
派が多数派を占めるに至った。1821年12月にはヴィレール内閣が成立し，初等教育関連の予算を握る
内務大臣職に過激王党派のコルビエールが就任する。1822年6月にはギゾーのソルボンヌでの講義が
中止されるなど，自由主義的傾向を表すものは嫌疑の対象となった時期であった。自由主義的でプロ
テスタントの影響を受けた相互教授法は本質的に党派的であり，かつ反宗教的であると断罪されたの
であるss。また，1824年4月8日の勅令は，第5・6条を初等学校の新規則にあてており，その中で，
プロテスタント以外の初等学校をすべて，カトリック教会の管轄下に置くと定めた。初等教育行政と
規律に関する権限はすべてカトリック教会のものとされ，司教が学校を認可し教師を罷免できるよう
になったのであるM。このカトリック優位の体制は1828年まで続く。
　こうした状況にあって基礎教育協会は，賛同者を次のように鼓舞した。フランス全土にはまだ280
校（そのうちパリに30校）が残っており，「相互教授法の運命がフランスで潰えたわけではない」，と。
実際，1827年末の選挙で自由派が勝利し，1828年にヴィレール首相が辞職すると，基礎教育協会は勢
いを取り戻し始める55。さらに1830年の七月革命を経て七月王政へと移るに至って，相互学校は完全
に復調するのである。最終的に1831年4月21日の勅令によって，基礎教育協会は公益団体として認可
された。1829年には804校の相互学校を確認することができ，その数は1832年に1334校（そのうち129
校は女子校），1833年に1983校（144校は女子校）にまで増加する56。
　政治状況によって相互学校の数が大幅に増減している事実をみると，中央政治権力が初等教育の事
業に及ぼしていた影響力の大きさがわかる。しかし同時に，政治的苦境にあっても相互学校が完全に
消滅せずに存続したという点は，政府やユニヴェルシテの動きとは無関係に，学校を支えた人々が存
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在していたことの証である。実際，地方都市においては，学校の運営をめぐって事態はどのように進
行したのだろうか。以下，リヨンの事例をみてみよう。
第2章　リヨンの相互学校とその創設者，支援者たち
第1節知事のイニシアチヴ
　残されている史料をみる限り，相互教授法の導入についてパリからリヨンの教会当局に打診があっ
たのは1816年2月である。おそらく1816年2月勅令発布の直後であろう。パリにフランス初の相互学
校が開設されてからわずか半年しかたっておらず，相互学校の地方への普及の動きが直ちに展開した
ことがわかる。だが，実際にリヨンに相互教授法のモデル校が設置されるのは1818年5月であり，新
教授法の導入は容易には進まなかった。
　1816年3月8日付けの手紙においてリヨン司教区司教総代理の2名は連名で，相互教授法に反対を
表明した。その理由はリヨンの民衆教育に関しては修道会の功績が大きく，彼らを裏切るような行動
はとれないということ，そして満足のいく宗教教育をおこなわない相互教授法は子どもの教育として
不適当だということにあった57。1817年8月11日，リヨン・アカデミー管区長ド・ルゲル（在任1817－
1828）はユニヴェルシテの公教育委員会の長に宛てて以下のように書き送った。「フランスの地にあっ
て，私の管轄区以上にこの教授法を成功させるのが困難なところはないでしょう。あちこちの街区に
散らばっている19校のキリスト教系修道会の学校は，リヨンの街のニーズをほぼ満たしているのです。
修道会を不要にするもの，彼らと対抗するにちがいないようなものは全て，いっそうの不快感をもっ
て受けとめられるでしょう。聖職者は，新しい教授法への偏見と同じくらい強烈な好意を，修道士た
ちに抱いています。リヨンにおいて聖職者は世評の最高の支配者なのです」SS。ローヌ知事シャブロル・
ド・クルゾル伯爵（在任1814．11－1815．3，1815．7　－1817．10）も同様に，リヨンの街では修道士の存在
を無視することができず，相互学校の新設が難しい旨を内務大臣に伝えた。そして，むしろ修道士自
身が相互教授法を採用してくれることが望ましいと続けたのである。
　実際，1816年9月17日に知事は，キリスト教学校修士会の長へ相互教授法の採用を検討するように
要請した。だが，修道会の側は，総会で議論をした結果，新しい教授法の採用は会則に反するという
結論に至ったとして知事の提案を退けた。最終的に内務大臣は，相互教授法を採用できるように修道
会の会則を改められないかとローマにまで問い合わせたが，これも失敗に終わったのである59。いず
れにせよ，この一連の動きが示しているのは，相互教授法の支持者たちは民衆教育を拡充するにあたっ
て相互教授法の利点を何よりも信じていたのであり，教師が修道士であろうと俗人であろうと，さし
て問題ではなかったということである。修道会が相互教授法を採用すれば，少ない費用でより多くの
子どもに教育を提供できると考えていた。結果として，リヨンでは修道会が相互教授法を採用するこ
とはなかったが，基礎教育協会が修道会に対抗しようとして相互教授法の浸透をねらっていたのでは
ないことは確かである。
　リヨンへの相互教授法の導入は，ルゼニマルネジア伯爵のローヌ県知事への就任によって具体化さ
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れた。ルゼ＝マルネジアは，1815年7月からロット県で，ついで1816年9月からソーム県で知事をつ
とめ，その後，1817年10月1日にローヌ県知事に任命され，1822年2月までこの地位にあった。ルゼ
＝マルネジァはリヨンに赴任すると，この地に相互学校が存在しないことに驚き，ただちに基礎教育
協会の設立に尽力した。それは，パリの基礎教育協会の中心メンバーのバセによって「あなたが知事
に着任するまでは，相互教育協会がリヨンに設立されるとは誰も考えてもいなかった」60と評価され
ていることからもわかる。ルゼ＝マルネジアは，回想録の中で「慎重に導かれた民衆教育は，公共善
をなし，統治に力を与える最強の手段のひとつ」であり，「私は，この教授法［相互教授法1の普及に絶
えずに援助の手をさしのべてきた」61と述べており，実際ソーム県において知事として相互学校の
設立に積極的に貢献し，その計画を成功に導いた経験をもっていた。
　1818年1月13日，ルゼ＝マルネジアはパリの公教育委員会に対して「相互教育の方法による初の基
　　　　　　　　　　　　　　　　　ネ　ゴ　シ　ア　ン礎教育学校をリヨンに設立するために，卸売・貿易商の間で，寄付者協会が結成されたところである」
と書き送った62。リヨンの基礎教育協会の誕生を伝える史料である。それ以降，ルゼ＝マルネジアは
相互教授法の普及のために資金を調達すべく奮闘する。まずは前年に補助金支出を拒んだ県議会議員
たちに対して，ランスの例を引き合いにだし，相互学校は修道会の学校の発展を阻むものではなく，
反対に両者は好敵手として競い合い，絹織物業に携わる労働者階級への初等教育の浸透に力強く貢献
するはずであると演説した。そして，彼はついに県議会において1500フランの予算獲得に成功したの
である63。翌年1819年には内務大臣ドカーズから600フランの補助金を，さらにローヌ県の税収入か
ら3000フランを借用する許可を得るM。こうして，1818年5月5日にはリヨンのモデル校は生徒を受
け入れ始めた。
　ところで，リヨンの基礎教育協会を立ち上げて，モデル校開設のために知事とともに行動した「卸
売・貿易商」とはどのような人々なのだろうか。以下で検討しよう。
第2節　地元のプロテスタント卸売・貿易商の働きとモデル校の設立
　1835年に協会の書記ガスティンが執筆した「ローヌ県基礎教育協会の歴史的説明」と題された短い
文章には，「リヨンでは基礎教育が十分には施されておらず，さらにその教育の方向性が間違ってい
ると確信した，献身的な市民たちがこの嘆かわしい状況への対処策を検討するために集まったのは
1816年7月であった」，とある。ガスティンは続けて，市民たちが集った目的を以下のように綴った。
「民衆にとって知育は道徳性と幸福の豊かな源泉であるという考えを強く抱いていた彼らは，権力当
局の協力を得ずに民衆教育を設置することを望んだ。その教育は，都市の欲求に応えつつ，目の前に
存在していた全ての教育方法よりも迅速で強力であり，かつその歩みにおいてより合理的で，その発
展に関してはより広がりがあった。つまり一言でいえば，彼らは相互学校の設立を望んだのであ
る」65。
　ガスティンは「献身的な市民たち」が誰なのかを特定していないが，リヨン教育史研究者のロラン・
ソサックは，「ローヌ県基礎教育協会の設立は，フリーメイソンの会所完全沈黙Parfait　Silenceの
イニシアチヴで，1816年7月にリヨンの住人のグループにより決定された⊥　と指摘する66。ソサッ
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クは1816年7月という時期についてガスティンの論文を根拠としているのだが，もしこの日付が正し
いとすれば，ルゼ＝マルネジアの知事就任の前にすでに，「献身的な市民たち」，「完全沈黙」会所が
動き出していたということである。しかし，フリーメイソン史の研究によれば，「完全沈黙」は1762
年に設立された会所であるが1815年からの白色テロルの時期には中断を余儀なくされ，1818年10月に
再スタートをきったとある67。1816年7月に会所全体がどれほど基礎教育協会の設立にかかわったの
かは定かではなく，そもそも基礎教育協会の設立が1816年に決定したという事実にも疑問が残る。確
かなのは，以下でみるように，「完全沈黙」会所の会員であったシャルル・ベルナ（Charles　Berna，
1779－1832）がリヨンの協会の結成において中心的な役割を果たしていたということである。そして，
彼らの目的は，幸福をもたらし道徳性を高める知育を民衆層に広めていくということだった。
　残された史料の中でもっとも古いものは1818年1月11日に「相互教育学校設立のための臨時委員会」
の名で，ローヌ県知事に送付された第1回・第2回会合の議事録と寄付者86名についての手書きの名
簿である。第1回目の臨時委員会の会合は1月9日に，第2回目は1月11日に，県庁の一室でおこな
われた。第1回目会合の参加者は，ルゼ＝マルネジア，ベルナのほかに，エリザベス＝ジャン・ドヴィ
ラ（Elisabeth－Jean　Devillas，1778－1845），アンリ＝キラン・カズノーヴ（Henry－Quirin　Cazenove，
1768－1856），セバスチャン・モントラ（S6bastien　Monterrad，1769－1860），マルマゼ（Marmazet，
不明）の6名であり，その場で「臨時委員会」の設立が決められ，書記にジャン＝ジュリアン・トレ
リス（Jean－Julien　Tr61is，1757－1833）が任命された。会合の目的は「相互教育学校をリヨンに創設す
るためにもっとも迅速な手段を手に入れる」こととされ，以下の3点をすぐに実行に移すと決められ
た。第1に，学校の敷地・校舎を探す。第2に，知事はパリの基礎教育協会から推薦されている教師
を任用するのに必要な手続きをとり，ユニヴェルシテから学校設立の許可を得る。第3に，上記の手
続きが終わり次第，寄付者総会を開き，現状について報告する。パリと同じくリヨンでも寄付による
相互学校の設立・運営が基本方針とされたのであった。
　第2回目の会合に知事は出席していない。前回の出席者5名に加えて書記のトレリスが参加した。
学校設立のために60フランの寄付があったと報告され，以後はベルナが会計係として寄付金管理にあ
たることになる。そして86名の寄付者名簿を確認し，これを知事に提出することについて合意を得た。
また，学校長の給与を1500フランとし，校長は学内に個人住居を確保できるとされた。なお，これら
の会合の報告書は，1月13日に知事から公教育委員会へ，1月14日に内務大臣へ郵送されている。で
は，この会合に集まった6名はどのような人物なのだろうか。マルマゼについては現在のところ詳細
は不明であり，今後の調査が待たれる。残りの5名についてみてみよう。
　シャルル・ベルナは，フランクフルト出身の大商人であり，第一帝政期にリヨンに移り住み，1817
年にリヨンの北の市門を出たサン＝ランベール地区のソヴァジェールに絹織物工場を設立した。先に
述べたとおり，ベルナは「完全沈黙」会所の会員であり，ルター派プロテスタントであるOS。彼の工
場は，伝統的都市工業の枠組みであったアトリエ生産に代わって，19世紀前半に登場するリヨン地域
で最初のいわゆる「工場」であり，ここでは原材料の準備から仕上げにいたる全工程が統合されてい
た。1828年には織機200台が設置され，雇用者の数は600名にのぼった。技術改良により若年労働力を
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大量に用い，彼らを寄宿舎に収容するという点でリヨン地域の寄宿制工場の先駆けとなったところで
ある69。工場で多くの若者，子どもに接する中で，ベルナは初等教育の必要性を痛感したのであろう。
　エリザベスニジャン・ドヴィラは，プロテスタントの絹織物の取次商兼銀行家であった。彼の父ポー
ル＝エチエンヌは19世紀初頭のリヨンのプロテスタント・コミュニティーを代表する卸売・貿易商で
あり，帝政期にはリヨン市会議員をつとめていた。エリザベス＝ジャン本人は，1804年にドヴィラ＝
カズノーヴ銀行（のちにエリゼ・カズノーヴ会社と改称）を設立し，次に挙げる義兄カズノーヴとと
もに経営した70。アンリ＝キラン・カズノーヴは，アムステルダムで生まれたプロテスタント教徒で
あり，リヨンで卸売商として活動していたが，ポール＝エチエンヌ・ドヴィラの娘との結婚を機に銀
行業にも携わるようになった。1811～15年にはリヨン市の助役でもあった。1786年にリヨンのフリー
　　　　　　パトリオテ1スムメイソン会所「祖国愛」に入会している71。セバスチャン・モントラは，1811年にリヨンでもっとも
卓越した23社の1つに数えられた絹織物の卸売＝製造工場を経営しており，その総売上高は10万～60
万フランであった。また，1814～17年にはリヨン商工会議所の役員をつとめ，1830～37年にリヨン
オスピス・シヴィル施療院の管理者の任を負っていた72。書記のジャン＝ジュリアン・トレリスは，ラングドック地方
のアレに生まれた。ヴォルテールを愛読するカルヴァン派の父から教育を受け，20歳でパリに出てか
らはダランベールの家で当世の文人，哲学者と知り合いになり，詩作に励んだ。革命期にスイスに亡
命し，テルミドール9日のクーデターの後に帰国しニームに居を定めるが，プロテスタント迫害に遭
い，リヨンへと移り住んだ。1822年にはリヨンのアカデミー会員に選ばれている73。またトレリスは
絹織物労働者支援協会（Soci6t6　d’encouragement　pour　les　ouvriers　en　soie）の設立者の1人でもあっ
た74。
　断片的な情報とはいえ，以上の5名の略歴から彼らはリヨンの絹織物業に関わる富裕な人々であり，
宗派としては5名全員がプロテスタント，そして少なくとも2名はフリーメイソン会員であったこと
が確認できる。
　一方で，リヨンの相互学校設立のために最初に寄付した86名については，詳細のわからない者が多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オ－ト’コメルスいが，ローヌ県知事は，彼らのことを「この街の大手商業界に携わる卸売商たち」75だと述べている。
　　　　　　大手商業界とは絹織物業のこと指していると思われる。1815～1880年のリヨンの絹織物業は年4％前
後の成長を遂げており，とく19世紀前半の飛躍はめざましく4％以上を計上していた。1815～1914年
のフランスの工業成長率は1．61％であったというから，それと比較するとリヨンの絹織物業の勢いは
明らかである76。
　また寄付者86名の宗派に関しては，第2回目の会合に出席した5名を含め，わかっているだけでも
20名がプロテスタント教徒であった。宗派が不明の人物が多数いるので，実際にはプロテスタントの
数はさらに増えると予想される。リヨン住民（1806年の人口は約10万名）の大多数はカトリック教徒
である。1800年の時点でプロテスタント教徒の数は約5000名，ユダヤ教徒は約200名でしかない77。
基礎教育協会の会員の集めにプロテスタントの人脈が作用していた可能性は高い。
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第3節　リヨンの相互学校
　復古王政期のリヨンには4校の男子相互学校と1校の女子相互学校（プロテスタント）が創設され
る。リヨンにおける初の相互学校は，1818年5月に基礎教育協会の手によってフルヴィエールの丘の
斜面にあるサンニバルテルミー坂20番地に開設された。モデル校と呼ばれた同校の規則は，1817年5
月に開校されたソーム県ランスのモデル校の会則を参考に作成された78。リヨンの基礎教育協会の設
立の動きはただちにパリの基礎教育協会に伝えられ，『教育ジャーナル』に掲載された79。パリの基
礎教育協会はリヨンに，40歳のカンビエを校長として派遣しただけでなく，必要な教材や教科書など
すべてを支給し，全面的な協力を約束した。1820年に校長が交代するが，新任のバイルールもパリか
らの推薦で決められている。地方における相互学校設立に際して，パリの基礎教育協会の助力は不可
欠だったのである。
　モデル校は貧しい家庭の男子に無償で教育を施すと同時に，ローヌ県での活躍が期待される教員養
成の機能を担うとされた。また，同校はカトリックの子どものみを受け入れると決められた。これは
おそらくカトリック勢力からの反発を予想しての対応だったのであろう。知事は，校長カンビエに対
して修道会を刺激しないようにと注意を促しており，教育プログラムの中では宗教教育の重要性が強
調されていた。基礎教育協会はカトリックに対抗して世俗性を主張していたのでも，宗教教育を軽視
していたのでもなかった。
　イギリスから訪れた視察団によって，「フランスでもっとも美しい」とたたえられたリヨン・モデ
ル校は，開校から1か月で76名の生徒を集め80，1819年4月には収容定員数の400名に達した。リヨ
ンの基礎教育協会から内務大臣への報告書によれば入学希望者はその3倍いるという盛況ぶりであっ
た81。生徒の中には，相互教授法を学ぶために農村部の自治体の長により派遣された者や，軍の隊長
の指示で通う者82，さらには教え方を改善するためにモデル校に登録する初等学校教師などがおり，
徐々にこの学校は当初の目的通り，地域の師範学校の役割を果たすようになっていった。
　資金面に関して言えば，1819年にルゼ＝マルネジアの働きかけで県議会から1500フランの補助金を
得ることに成功し，モデル校はリヨンで公費が投入された初の世俗系初等学校となった。だが，一方
でリヨン市当局は復古王政期を通じて，モデル校に補助金を一切出さなかった。1819年の会員数は
324名であり，寄付総額は1万1668フランにのぼったが，同年の支出総額は1万9267フランでありee，
7599フランの赤字であった。入学希望者は多かったにもかかわらず，基礎教育協会が新たに学校を創
設することは不可能であった。
　リヨンに設立された2・3校目の相互学校はプロテスタント系である。既存の学校（1804年ごろに
開校）が1818年10月に相互学校へ改変されたのであった。運営母体は宗務局であり，2教室の賃貸料
と教師の給与分年200フラン，優秀な生徒への褒賞金150フランのほか，教材費などについては宗務局
が負担した。また，この学校はプロテスタント宗派学校であったために，リヨン市から毎年1500フラ
ンの補助金が付与されていた。教育は無償で施された。報告書には1822年以降，プロテスタント男子
校とプロテスタント女子校は別々に記載されている。生徒数は1821年には50名程度であり，1823年12
月には男子75名，女子35名である。相互教授法導入当初は，モデル校の校長バイルールが教授法の指
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導にやってきていたが，1821年にはモデル校でバイルールにより相互教授法を学んだレーモンが教師
となる。
　4校目は，1819年11月にローヌ川左岸のギヨチエール市（1852年にリヨンに併合されるが，それま
では独立した自治体）に設立された学校であり，1700フランの運営資金はギヨチエール市によって負
担された。教育は無償であった。1821～22年に50～80名程度の生徒を抱えていたが，後述するように
1823年1月にギヨチエール市当局からの補助金が打ち切られ，閉校へと追い込まれる。同校の教師ブ
ランシャールはブザンソンで相互教授法を学んだ人物であった。
　5校目は，1820年1月にリヨン市役所から徒歩5分ほどのシャンピエ通りにジョゼフ・メージュが
開いた学校である。メージュはリヨンのモデル校で教授法を学び，1819年12月に初等教育第二段階の
免状を取得し，相互教授法で教育を施すことをアカデミー管区長により許可された。この学校は基本
的にメージュの個人資金によって運営されており，生徒から月4～6フランの授業料を徴収する有償
の学校であった。相互学校としては，フランスでもっとも高い授業料を徴収する施設の部類に入る。
生徒数は90～100名程度で安定していたが，1824年以降のデータがなく，いつまでどのように続いて
いたのかは現在のところ不明である。
　以上のように，復古王政期のリヨンには，プロテスタントの男子校と女子校を別々に数えれば，合
計5校の相互学校が存在したが，そのうち基礎教育協会が直接運営する学校は最初のモデル校のみで
あった。メージュのような個人による開校はなかなか進まず，結局のところ，プロテスタント校2校
とギヨチエール校のように自治体による補助金の有無が寄付者の努力と並んで，相互学校の運営を左
右していたことがわかる。それでも，この地方に公立師範学校が存在しない時代にあって，教員養成
の機能を負ったモデル校の役割は大きく，同校がリヨンと周辺地域の初等教育発展の一翼を担ってい
たことは疑い得ない。
第4節低迷，そして復調ヘーローヌ県基礎教育協会としての再出発一
　知事ルゼ＝マルネジアは，パリ基礎教育協会宛の1820年11月6日の手紙の中で，リヨン・モデル校
の創設者・支援者たちの熱意に賛辞を送ると同時に，相変わらずリヨンでは相互学校に対して「聖職
者と小郡委員会メンバーの中にかなり強い反対」があると記しているen。1821年以降，議会・内閣で
過激王党派の勢いが強まり，ユニヴェルシテのトップにフレシヌス司教が就くと，リヨンでも聖職者
はさらに勢いづき，相互学校にさらなる圧力を加え始める。全国の動きと連動して，リヨンの相互学
校も1821年以降，衰退へ向かっていく。
　県・市当局は相次いで相互学校への補助金を打ち切った。1821年にローヌ県議会は一斉教授法を実
践する修道会にのみ，補助金を出すと決定した85。ルゼ＝マルネジアの知事退任は1822年2月であるが，
それ以前に彼の意見が通らない状況が県議会の中に生まれ始めていたと思われる。他方，自治体に関
して言えば，リヨンに隣接するギヨチエール市は，1822年に初等教育への補助金を全額，市内にある
2校のキリスト教学校修士会に回すと決定し，相互学校は1823年1月1日に閉鎖を余儀なくされた。
またこの時期に，聖職者が相互学校に通学する子どもの初聖体拝領を拒否するようになったことも，
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相互学校の衰退の大きな原因であった86。多くの親は，初聖体拝領を気にして相互学校から子どもを
引き離し，一方で支援者は寄付を控えるようになったのである。リヨンのモデル校では，1821年6月
に400名いた生徒数が1822年6月には246名まで減少した。1822年にプロテスタント校を除く，リヨン
の3校では3分の2の生徒を失ったという報告がある87。
　では，困難かつ不安定な状況に置かれたモデル校はどうなったのであろうか。閉鎖について検討さ
れたものの，最終的にはシャルル・ベルナの個人的努力によって継続への道が敷かれることになる。
ベルナは，個人で3万フランを超える額を出資し学校を支え続けたのである脱
　1828年，パリにおいて自由派が再び勢いづいてくると，相互学校は活気をとり戻す。リヨンでは，
1828年10月23日にベルナのイニシアチヴで再び委員会が招集され，12月15日にはローヌ県基礎教育協
会として再出発する。この時，寄付をした会員の数は1357名にのぼった。会員は年25フランを5年間
分（合計125フラン）支払うと規約で決められ，実際に，協会結成後すぐに15万フランが集まった。
多数の会員を集められた理由は，この復古王政末期には初等教育への社会の関心が高まっていたから
とも，あるいは自由主義的傾向をもつと見られていた基礎教育協会の活動が受け入れられやすい時代
状況があったからとも言えるかもしれない。
　ローヌ県基礎教育協会は，1829年4月5日の勅令により正式に認可された。1829年4月にローヌ県
基礎教育協会の初代議長ジャン＝フランソワ・テルム（議長在任1828～1840年）は，公教育大臣に以
下のように書き送っている。「リヨンの無償学校は廃嘘と化し解体寸前であった。私たちはそれを再
建し，強固なものにした。リヨンの無償学校にはわずか150名ほどの生徒しかいなかった。今日では
300名以上を抱えている。その他に私たちは市内に3校を開設し，100名に無償で教育を施し，同数の
生徒を有償で受け入れている。まもなく新たに4校が開校される」89。1830年には，同協会が経営す
る男子初等学校は7校に，女子初等学校が4校に増加したgo。そして1835年10月の報告書によれば，
ローヌ県基礎教育協会が運営するリヨンの施設はその種類も数も増え，教員養成（男女）講座が1校，
男子初等学校が8校，女子初等学校が3校，上級初等学校が1校となり，生徒総数は1200名以上に達
するまでに繁栄することになる91。
　初代議長テルムは医師であり，フリーメイソン会所「完全沈黙」の会員であり，1840年にリヨン市
長となる人物である。テルムは1828年当初からリヨン市に補助金支出を要請し，1831年以降それを獲
得することに成功した。1832年におけるローヌ県基礎教育協会の収支決算表をみてみよう。リヨン市
からの補助金の額は9000フランであり，リヨンに隣接するクロワ＝ルス市とギヨチエール市（ともに
1852年にリヨン市に併合）からはそれぞれの自治体の学校運営のために1600フランが助成され，その
ほかに県議会から3000フラン，公教育大臣から2300フラン，1831年のリヨン市からの補助の繰越金
6000フランがあり，公的補助金の額は合計して2万1900フランであった。同年のローヌ県基礎教育協
会の総収入は4万8325フランであるからして，全体の45％を公費に頼っていたことになる。そのほか，
前年度繰越金が1万3641フランあり，1832年の新規の寄付収入は6761フランである92。
　では，今回はどのような人々がローヌ県基礎教育協会に寄付をしたのだろうか。1828～29年の寄付
者リストには1233名の名前が記載されている93。そのうち219名に関しては職業が不明であるが，残
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マルシャン・ファブリカンりの人々の職業を分類すると，卸売・貿易商が213名，卸売商＝製造業が182名，小売商135名，仲買
人16名，製造業23名，銀行家12名というように商工業ブルジョワが全体の半数以上を占めている。そ
のほか目立っていたのは年金・土地所有者であり，確認できるだけで118名いた。やはり絹織物業に
携わる卸売商・製造業者たちがこの街の初等教育に大きな関心を寄せ，ローヌ県基礎教育協会の活動
を支えていたことは明らかである。また，フリーメイソンの2会所が名前を載せている。1824年の会
所設立時に，会員24名のうち14名が卸売商・貿易商であったという「団結と信頼」会所と，1825年に
結成された，自由主義的傾向をもつ「ヒラムの子」会所である94。1829年のリストには，「完全沈黙」
会所の名はないが，先に述べたとおり議長テルムはその会員であり，また1832年の出資者総会の報告
書によれば「完全沈黙」会所がローヌ県基礎教育協会の学校で優秀な働きをした教師や生徒にメダ
ルと賞金を授与しており，同協会の活動を引き続き支援していた95。
おわりに
　以上，復古王政期における基礎教育協会の活動とそこに集った人々の特徴を，パリ，そしてリヨン
の事例から検討した。その結果，明らかになったのは，第1に，初等学校の全国への設置・拡充にむ
けて尽力した博愛主義的名士たちの役割の大きさであった。
　1815～1830年に，初等教育を受ける子どもの数（ほとんどが男子）は86万5千名から130万名へと
増加した。なかでも1815～20年の成長がめざましく，1820年には生徒数が112万名に達しており96，
これは明らかに基礎教育協会の運動の成果である。パリに基礎教育協会を設立した博愛主義者たちは，
政府の働きかけを待つことなく，自らがそれまでの間に築き上げてきたヨーロッパ，とりわけイギリ
スとの個人的な関係を基礎に，国外から教授法を導入した。そこには，諸外国との交流を可能にした
ウィーン体制という状況があり，かつ富裕層の問で博愛・慈善がある種のブームのようになっていた
時代の雰囲気があり，さらにはイギリスへのあこがれ，あるいはフランスがイギリスに後塵を拝して
いるという危機感があった。パリでの博愛主義者たちの運動はただちにフランス全土へと広がった。
リヨンでパリの動きに呼応したのは地元のプロテスタント卸売商，工場主たちであった。これは絹織
物業で栄えた商工業都市リヨンならでは特徴である。
　政府やユニヴェルシテといった公権力も，相互学校の普及に無関係ではなかった。基礎教育協会の
立ち上げにあたっては内務大臣カルノーがリーダーシップを発揮し，また1816年の勅令によって，額
はわずかだが，初等教育に国家予算が投じられるようになったことは，基礎教育協会の動きを後押し
た。そして相互学校の地方への導入に際しては，リヨンの例が示していたように，県知事の役割がき
わめて重要であった。また，県知事，地元の名士と並んで，市当局，県当局といった地方行政権力の
協力，とりわけそれらの財政面での協力が初等学校整備には不可欠であった点も明らかになった。す
なわち，この時期の初等教育の推進は，民衆の教育状況の改善を願う博愛主義的名士の現場での活躍
に加えて，彼らの活動を認め，公的補助金を付与する公権力の存在があり，両者の協力によってなさ
れていったと結論づけられるだろう。初等教育が国家の事業であり，カトリック教会の事業であった
ことは従来から多くの研究が指摘してきたところだが，それらに加えて博愛主義的名士たちの事業で
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もあったということを強調したい。
　公権力と名士との協力体制は1833年6月28日制定のギゾー法以降も基本的には変更されない。ギ
ゾー法は各市町村に最低1校の男子初等学校の設置を義務づけ，市町村，県または国家によって一部
であろうとも維持される学校を，「公立初等学校」と明確に規定した。本稿が取り上げた基礎教育協
会の学校の多くは，この時，「公立初等学校」の名称をとるようになる。ただし，注意すべきは，た
とえ名称が変更されても学校の内実をみれば，リヨンの場合には，1871年まで学校の具体的運営はロー
ヌ県基礎教育協会がおこない，リヨン市当局は単なる出資者にとどまっている点である。すなわち，
1871年以前の公立学校のあり方の基礎がつくられたのは復古王政期であったとも言えるのである。し
かしながら，七月王政期以降の初等学校とその担い手の問題については，史料に基づいたさらなる研
究が必要であり，ここで論ずるのを避けるべきだろう。今後の課題としたい。
　そして，第2の課題つまり修道会に対する相互学校推進者たちの態度に関してみれば，カトリッ
ク側からの相互学校への批判は激しかったが，他方で，相互学校を推進しようとした人々は修道会と
敵対するのではなく，むしろ互いに競い合いながら初等教育を発展させ，民衆に基礎的教育を施した
いと願っていたことが明らかになった。基礎教育協会の目的は初等教育の発展であり，相互教授法は
そのためのもっとも迅速かつ効率的な手段と考えられたのであり，その担い手を俗人に限定していた
わけではなかった点は改めて強調したい。
　なお，パリでもリヨンでも基礎教育協会の活動の中心には，多くのプロテスタント教徒とフリーメ
イソン会員を見いだせた。プロテスタントとフリーメイソンのネットワークが基礎教育協会の会員集
めに何らかの形で作用していたと思われる。彼らが民衆の境遇改善を願う博愛主義的精神から活動を
展開したことは上で示した通りであるが，今後は，協会の主要メンバーたちが抱いていた教育理念さ
らには社会思想についても検討し，この学校開設運動がもっていた意味を多角的に考えていきたい。
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